
 

７７．．労労働働保保険険特特別別会会計計  
 

（（１１））概概要要  
 

労働保険特別会計は、昭和 22 年に失業保険事業等の経理を明確にするため設置された失業保

険特別会計及び労働者災害補償保険特別会計が、昭和 47 年に一元化され設置されたものです。 

さらに、昭和 50 年から従来の失業保険制度に代わり、失業補償機能を発展的に継承するとと

もに、雇用構造の改善等雇用に関する総合的機能を有する雇用保険制度が新設されたところです。 

労働保険特別会計は、労災保険事業を経理する労災勘定、雇用保険事業を経理する雇用勘定及

び労働保険料の徴収に係る業務を経理する徴収勘定の 3 勘定に区分されています。 

 

 

労労働働保保険険特特別別会会計計のの仕仕組組みみ  

労災保険及び雇用保険に係る保険料は、「労働保険の保険料の徴収等に関する法律」（昭 44

法 84）に基づく労働保険料として一括徴収されており、それぞれ労災保険率及び雇用保険

率が定められています。 

徴収勘定の歳入に計上された労働保険料のうち、労災保険率及び雇用保険率に相当する部

分の額は、徴収勘定からそれぞれ労災勘定及び雇用勘定の歳入として繰り入れられていま

す。 
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（（２２））具具体体的的なな事事業業のの内内容容  
 

本特別会計は、労災勘定、雇用勘定及び徴収勘定に区分され、それぞれ以下の事業等に関する

経理を行います。 

①①  労労災災勘勘定定  

労災勘定は、「労働者災害補償保険法」（昭 22 法 50）による労災保険事業に関する政府の

経理を明確にすることを目的とし、業務上の事由等による労働者の負傷等に対して迅速かつ公

正な保護をするための保険給付及び被災労働者の社会復帰の促進等を図るための社会復帰促

進等事業を行っています。 

（参考資料）「労災補償」 

（ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/index.html ） 

 

②②  雇雇用用勘勘定定  

雇用勘定は、「雇用保険法」（昭 49 法 116）による雇用保険事業に関する政府の経理を明

確にすることを目的とし、失業等給付及び育児休業給付を行うほか、雇用安定事業及び能力開

発事業（雇用保険二事業）を行っています。 

（参考資料）「雇用保険」 

（ https://www.hellowork.mhlw.go.jp/insurance/insurance_guide.html ） 

 

③③  徴徴収収勘勘定定  

徴収勘定は、労働保険料の徴収に係る業務を経理する勘定であり、「労働保険の保険料の徴

収等に関する法律」（昭 44 法 84）により労災・雇用保険事業に係る労働保険料を一元的に徴

収し、徴収した労働保険料等の労災勘定及び雇用勘定への繰入れを行っています。 
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労労働働保保険険特特別別会会計計のの仕仕組組みみ（（令令和和６６年年度度予予算算ベベーースス））  
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平均保険料率 
 4.4/1,000 

（全額事業主負担） 
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※4 

【財源】 
保険料 
保険料率 8/1,000 
（労使折半） 
一部国庫負担 ※1,2 

【財源】 
保険料 
保険料率 8/1,000 
（労使折半） 
国庫負担 1/2 ※2,3 

・教育訓練給付金 
・教育訓練支援給付金 

【財源】 
保険料 
保険料率 4/1,000 
（労使折半） 
国庫負担 1/8 
 

※1 雇用情勢及び雇用保険の財政状況が悪化している場合には 1/4（日雇労働

求職者給付金は 1/3）、それ以外の場合は 1/40（日雇労働求職者給付金は 1/30） 

※2  定率負担とは別に、失業等給付及び就職支援法事業に要する費用に充てる

ため、一定の要件の下で、機動的に国庫から繰り入れることができる。 

※3 国庫負担率は、当分の間、時限的に本来負担すべき額の 55％に引下げ 

 

※4 新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するため、令和 2 年度から令和

6 年度までの各年度において、積立金を雇用安定事業（雇用調整助成金、産

業雇用安定助成金及び新型コロナウイルス感染症対応休業支援金に要する費

用に限る。）に繰り入れることができる。 

 

 

（（３３））特特別別会会計計のの現現状状    
 

①①  歳歳入入歳歳出出予予算算（（令令和和６６年年度度当当初初予予算算））  

（単位：億円） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○歳歳入入総総額額、、歳歳出出総総額額、、（（参参考考））歳歳出出純純計計額額                  （単位：億円） 

勘勘定定  歳歳入入総総額額  歳歳出出総総額額  （（参参考考））歳歳出出純純計計額額  

労災勘定 12,602（＋370） 10,901（＋209） 10,337（＋158） 

雇用勘定 36,106（▲382） 32,720（▲2,357） 30,513（▲4,305） 

徴収勘定 42,803（＋2,006） 42,803（＋2,006） 875（＋50） 

特別会計合計 91,511（＋1,994） 86,423（▲142） 41,725（▲4,097） 

 

○○労労災災勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                        （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額    説説明明（（増増減減理理由由））  

保険収入 11,467（＋441）  

 

 

 

 

徴収勘定より受入 9,567（＋402） 保険給付費等に相当する金額の徴収勘定からの受入見

込額（労働保険料収入） 

一般会計より受入 0.07（▲0） 労働者災害補償保険事業に要する費用に充てるための

国庫補助金の一般会計からの受入見込額 

支払備金受入 1,646（＋23） 既に業務災害等を受けた労働者等に対し支払われるべ

き給付見込相当額の前年度からの受入見込額 

未経過保険料受入 254（＋16） 既に収納された有期事業に係る保険料のうち、当該年

度に係る保険料見込額の前年度からの受入見込額 

運用収入 918（▲62） 財政融資資金への預託金の利子収入見込額 

雑収入等 217（▲9） 第三者行為災害に係る損害賠償金等の収入見込額 

合計 12,602（＋370）  

（注）歳入歳出差額が、5,088 億円あります。労災勘定の歳入歳出差額 1,701 億円は、歳出予算にて当年度

の保険給付費等支払見込額を計上する一方で、歳入予算には翌年度以降へ繰り越して使用する支払備金等を

含めて計上していることによるものです。また、雇用勘定の歳入歳出差額 3,387 億円は、保険料収入見込

額が当年度の保険給付費等支払見込額を上回ったことによるものです。 

【【  歳歳出出  】】 【【  歳歳入入  】】 
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労労働働保保険険特特別別会会計計のの仕仕組組みみ（（令令和和６６年年度度予予算算ベベーースス））  
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労災勘定 12,602（＋370） 10,901（＋209） 10,337（＋158） 

雇用勘定 36,106（▲382） 32,720（▲2,357） 30,513（▲4,305） 

徴収勘定 42,803（＋2,006） 42,803（＋2,006） 875（＋50） 

特別会計合計 91,511（＋1,994） 86,423（▲142） 41,725（▲4,097） 

 

○○労労災災勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                        （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額    説説明明（（増増減減理理由由））  

保険収入 11,467（＋441）  

 

 

 

 

徴収勘定より受入 9,567（＋402） 保険給付費等に相当する金額の徴収勘定からの受入見

込額（労働保険料収入） 

一般会計より受入 0.07（▲0） 労働者災害補償保険事業に要する費用に充てるための

国庫補助金の一般会計からの受入見込額 

支払備金受入 1,646（＋23） 既に業務災害等を受けた労働者等に対し支払われるべ

き給付見込相当額の前年度からの受入見込額 

未経過保険料受入 254（＋16） 既に収納された有期事業に係る保険料のうち、当該年

度に係る保険料見込額の前年度からの受入見込額 

運用収入 918（▲62） 財政融資資金への預託金の利子収入見込額 

雑収入等 217（▲9） 第三者行為災害に係る損害賠償金等の収入見込額 

合計 12,602（＋370）  

（注）歳入歳出差額が、5,088 億円あります。労災勘定の歳入歳出差額 1,701 億円は、歳出予算にて当年度

の保険給付費等支払見込額を計上する一方で、歳入予算には翌年度以降へ繰り越して使用する支払備金等を

含めて計上していることによるものです。また、雇用勘定の歳入歳出差額 3,387 億円は、保険料収入見込

額が当年度の保険給付費等支払見込額を上回ったことによるものです。 

【【  歳歳出出  】】 【【  歳歳入入  】】 
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（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

保険給付費等  8,685（＋152） 業務災害等を受けた労働者に対する保険給付費等 

職務上年金給付費年

金特別会計へ繰入 

54（▲3） 職務上年金給付費に相当する金額の年金特別会計厚生

年金勘定への繰入れのための経費 

職務上年金給付費等

交付金 

46（▲1） 職務上年金給付費等の全国健康保険協会への交付のた

めの経費 

社会復帰促進等事業

費 

808（▲4） 社会復帰促進等事業として行う被災労働者の円滑な社

会復帰の促進等を実施するための経費 

業務取扱費等 777（＋51） 業務取扱いに必要な人件費、事務費及び労働基準監督

署庁舎等の施設整備費等 

保険料返還金等徴収

勘定へ繰入 

508（＋53） 保険料の過誤納の返還金及び労働保険適用事業主から

保険料を徴収する費用に充てるため、徴収勘定へ繰り

入れる経費 

予備費 23（▲39） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 10,901（＋209）  

 

○○雇雇用用勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                        （単位：億円） 

（歳入）  

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

徴収勘定より受入 32,361（＋1,554） 失業等給付費、育児休業給付費、就職支援法事

業費、雇用保険二事業費等に相当する金額の徴

収勘定からの受入見込額（労働保険料収入） 

一般会計より受入 1,323（＋974） 失業等給付（求職者給付及び介護休業給付金

等）、育児休業給付及び就職支援法事業等に要す

る費用に充てるための国庫負担金の一般会計か

らの受入見込額 

積立金より受入 -（▲4,610） 失業等給付費、就職支援法事業費及び雇用安定

事業費の財源に充てるための積立金からの受入

見込額 

その他の収入 2,422（＋1,701） 財政融資資金への預託金利子の収入見込額等 

合計 36,106（▲382）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

失業等給付費 12,715（＋154） 失業等給付の支給に必要な経費 

育児休業給付費 

 

8,555（＋931） 育児休業給付の支給に必要な経費 

雇用安定事業費及び能力開

発事業費等 

6,641（▲5,853） 雇用保険二事業等に必要な経費 

 地域雇用機会創出等

対策費 

1,411（▲6,240） 雇用安定事業として行う雇用調整助成金の支給

等 

高齢者等雇用安定・

促進費 

2,285（＋256） 雇用安定事業として行うキャリアアップ助成金

の支給等 

就職支援法事業費 

 

232（▲11） 就職支援法事業として行う職業訓練受講給付金

の支給等 

職業能力開発強化費 650（＋50） 能力開発事業として行う総合的職業能力開発プ

ログラム推進事業の都道府県への委託及び就職

氷河期対策費等 

  

 

 

 独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支

援機構運営費 

723（＋23） （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の行う業

務の財源に充てるための交付金 

その他 1,340（＋69） 雇用安定事業として行う職業紹介事業の実施等 

業務取扱費等 1,388（＋23） 雇用保険事業の業務取扱いに必要な人件費、事

務費及び庁舎等の施設整備費等 

育児休業給付資金へ繰入 665（＋449） 育児休業給付資金への繰入れ 

保険料返還金等徴収勘定へ

繰入 

241（▲12） 保険料の過誤納の返還金及び労働保険適用事業

主から保険料を徴収する費用に充てるため、徴

収勘定へ繰り入れる経費 

防衛力強化一般会計へ繰入 1,964（皆増） 「我が国の防衛力の抜本的な強化等のために必

要な財源の確保に関する特別措置法」（令 5 法

69）に基づく防衛力整備計画対象経費の財源に

充てるため、一般会計へ繰り入れる経費 

国債整理基金特別会計へ繰

入 

－（▲４） 一時借入金の利子の支払財源に充てるための国

債整理基金特別会計へ繰り入れる経費 

予備費 550（▲10） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 32,720（▲2,357）  

 

○○徴徴収収勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                        （単位：億円） 

（歳入）  

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

保険収入 41,620（＋1,670） 

 

労災保険料及び雇用保険料（印紙収入を含む）収入の

見込額（雇用者所得が伸びる見込み等による増） 

一般会計より受入 2（＋0） 

 

石綿（アスベスト）健康被害者の救済費用に充てるた

め、労災保険適用事業主から一般拠出金を徴収する費

用の一部について、一般会計からの受入見込額 

一般拠出金収入 43（＋1） 

 

石綿（アスベスト）健康被害者の救済費用に充てるた

め、労災保険適用事業主から徴収する一般拠出金収入

見込額 

他勘定より受入 748（＋42） 

 

保険料返還金、業務取扱費及び附属諸費の労災勘定及

び雇用勘定からの受入見込額 

雑収入 16（▲2） 延滞金、追徴金、返納金、預託金利子収入見込額等 

前年度剰余金受入 373（＋295） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 42,803（＋2,006）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

業務取扱費 396（＋27） 業務取扱いに必要な人件費及び事務費等 

保険給付費等財源労

災勘定へ繰入 

9,567（＋402） 保険給付費等に相当する金額の労災勘定への繰入れ 

失業等給付費等財源

雇用勘定へ繰入 

32,361（＋1,554） 失業等給付費、育児休業給付費、就職支援法事業費、

雇用保険二事業費等に相当する金額の雇用勘定への繰

入れ 

諸支出金 478（＋23） 保険料の精算による返還金の支払及び過誤納等払戻金

に必要な経費 

予備費 1（－） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 42,803（＋2,006）  
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（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

保険給付費等  8,685（＋152） 業務災害等を受けた労働者に対する保険給付費等 

職務上年金給付費年

金特別会計へ繰入 

54（▲3） 職務上年金給付費に相当する金額の年金特別会計厚生

年金勘定への繰入れのための経費 

職務上年金給付費等

交付金 

46（▲1） 職務上年金給付費等の全国健康保険協会への交付のた

めの経費 

社会復帰促進等事業

費 

808（▲4） 社会復帰促進等事業として行う被災労働者の円滑な社

会復帰の促進等を実施するための経費 

業務取扱費等 777（＋51） 業務取扱いに必要な人件費、事務費及び労働基準監督

署庁舎等の施設整備費等 

保険料返還金等徴収

勘定へ繰入 

508（＋53） 保険料の過誤納の返還金及び労働保険適用事業主から

保険料を徴収する費用に充てるため、徴収勘定へ繰り

入れる経費 

予備費 23（▲39） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 10,901（＋209）  

 

○○雇雇用用勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                        （単位：億円） 

（歳入）  

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

徴収勘定より受入 32,361（＋1,554） 失業等給付費、育児休業給付費、就職支援法事

業費、雇用保険二事業費等に相当する金額の徴

収勘定からの受入見込額（労働保険料収入） 

一般会計より受入 1,323（＋974） 失業等給付（求職者給付及び介護休業給付金

等）、育児休業給付及び就職支援法事業等に要す

る費用に充てるための国庫負担金の一般会計か

らの受入見込額 

積立金より受入 -（▲4,610） 失業等給付費、就職支援法事業費及び雇用安定

事業費の財源に充てるための積立金からの受入

見込額 

その他の収入 2,422（＋1,701） 財政融資資金への預託金利子の収入見込額等 

合計 36,106（▲382）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

失業等給付費 12,715（＋154） 失業等給付の支給に必要な経費 

育児休業給付費 

 

8,555（＋931） 育児休業給付の支給に必要な経費 

雇用安定事業費及び能力開

発事業費等 

6,641（▲5,853） 雇用保険二事業等に必要な経費 

 地域雇用機会創出等

対策費 

1,411（▲6,240） 雇用安定事業として行う雇用調整助成金の支給

等 

高齢者等雇用安定・

促進費 

2,285（＋256） 雇用安定事業として行うキャリアアップ助成金

の支給等 

就職支援法事業費 

 

232（▲11） 就職支援法事業として行う職業訓練受講給付金

の支給等 

職業能力開発強化費 650（＋50） 能力開発事業として行う総合的職業能力開発プ

ログラム推進事業の都道府県への委託及び就職

氷河期対策費等 

  

 

 

 独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支

援機構運営費 

723（＋23） （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の行う業

務の財源に充てるための交付金 

その他 1,340（＋69） 雇用安定事業として行う職業紹介事業の実施等 

業務取扱費等 1,388（＋23） 雇用保険事業の業務取扱いに必要な人件費、事

務費及び庁舎等の施設整備費等 

育児休業給付資金へ繰入 665（＋449） 育児休業給付資金への繰入れ 

保険料返還金等徴収勘定へ

繰入 

241（▲12） 保険料の過誤納の返還金及び労働保険適用事業

主から保険料を徴収する費用に充てるため、徴

収勘定へ繰り入れる経費 

防衛力強化一般会計へ繰入 1,964（皆増） 「我が国の防衛力の抜本的な強化等のために必

要な財源の確保に関する特別措置法」（令 5 法

69）に基づく防衛力整備計画対象経費の財源に

充てるため、一般会計へ繰り入れる経費 

国債整理基金特別会計へ繰

入 

－（▲４） 一時借入金の利子の支払財源に充てるための国

債整理基金特別会計へ繰り入れる経費 

予備費 550（▲10） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 32,720（▲2,357）  

 

○○徴徴収収勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                        （単位：億円） 

（歳入）  

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

保険収入 41,620（＋1,670） 

 

労災保険料及び雇用保険料（印紙収入を含む）収入の

見込額（雇用者所得が伸びる見込み等による増） 

一般会計より受入 2（＋0） 

 

石綿（アスベスト）健康被害者の救済費用に充てるた

め、労災保険適用事業主から一般拠出金を徴収する費

用の一部について、一般会計からの受入見込額 

一般拠出金収入 43（＋1） 

 

石綿（アスベスト）健康被害者の救済費用に充てるた

め、労災保険適用事業主から徴収する一般拠出金収入

見込額 

他勘定より受入 748（＋42） 

 

保険料返還金、業務取扱費及び附属諸費の労災勘定及

び雇用勘定からの受入見込額 

雑収入 16（▲2） 延滞金、追徴金、返納金、預託金利子収入見込額等 

前年度剰余金受入 373（＋295） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 42,803（＋2,006）  

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減理理由由））  

業務取扱費 396（＋27） 業務取扱いに必要な人件費及び事務費等 

保険給付費等財源労

災勘定へ繰入 

9,567（＋402） 保険給付費等に相当する金額の労災勘定への繰入れ 

失業等給付費等財源

雇用勘定へ繰入 

32,361（＋1,554） 失業等給付費、育児休業給付費、就職支援法事業費、

雇用保険二事業費等に相当する金額の雇用勘定への繰

入れ 

諸支出金 478（＋23） 保険料の精算による返還金の支払及び過誤納等払戻金

に必要な経費 

予備費 1（－） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 42,803（＋2,006）  
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②②  剰剰余余金金  
 

令令和和 55 年年度度決決算算  

    （単位：億円、単位未満切捨） 

勘勘定定  
収収納納済済  
歳歳入入額額  

支支出出済済  
出出額額  

剰剰余余金金  
翌翌年年度度  

歳歳入入繰繰入入  
積積立立金金積積立立  
資資金金組組入入  

一一般般会会計計へへ  
繰繰入入  

労災勘定 12,277 10,044 2,233 1,928 305 ― 

雇用勘定 34,885 26,570 8,314 2,152 6,161 ― 

徴収勘定 41,82６ 40,65５ 1,17０ 1,17０ ― ― 

特別会計合計 88,989 77,270 11,718 5,251 6,467 ― 

令和５年度決算における剰余金は、労働保険特別会計全体で 11,718 億円です。 

 

＜＜労労災災勘勘定定＞＞  

労災勘定における剰余金は、2,233 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

予算時に見込まれていた歳入歳出差額（1,539 億円）（労災勘定の歳出予算には当年度の保

険給付費等支払見込額を計上している一方で、歳入予算には翌年度以降へ繰り越して使用する

支払備金等を含めて計上していることによるもの）に加え、未経過保険料受入が予定を上回っ

たこと等により歳入増（45 億円増）となった一方で、休業補償給付及び療養補償給付の支給

額が予定を下回ったこと等により歳出減（648 億円減）となったためです。 

（剰余金の処理の方法） 

翌年度の歳入に繰り入れる必要のある、支払備金に相当する額（業務上の事由、複数事業労

働者の二以上の業務を要因とする事由又は通勤により災害を被った労働者に対する保険給付

費等のうち、支払時期が未到来等のため翌年度以降に繰り越される保険給付費等に相当する

額）、未経過保険料に相当する額（年度をまたがって行われる建設工事等の有期事業に係る概

算保険料のうち、次年度以降の未経過期間分に係る保険料）及び翌年度への繰越額（例えば、

庁舎建設事業が工期の遅れ等の理由から年度内に完了しないため、その経費の支出が年度内に

行えず、翌年度に持ち越して使用するもの）の合計 1,928 億円を特別会計法第 8 条第 1 項の

規定により翌年度の歳入に繰り入れ、残額 305 億円を特別会計法第 103 条第１項の規定に

より積立金として積み立てることとしています。 

 

＜＜雇雇用用勘勘定定＞＞  

雇用勘定における剰余金は、8,314 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

予算時に見込まれていた歳入歳出差額（1,413 億円）に加え、雇用調整助成金について新型

コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主への特例措置の経過措置が令和５年度末に終了

したこと等により支給額が予定を下回ったことにより歳出が減少（8,510 億円減）した等の

ためです。 

  

 

（剰余金の処理の方法） 

① 雇用保険事業の失業等給付費等に係る剰余金の処理 

雇用保険事業の失業等給付費等に充当する歳入と歳出における決算上の差額（2,730 億

円）については、翌年度への繰越額（６億円）及び一般会計からの受入超過額（５億円）の

合計12億円を特別会計法第8条第1項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、残額2,717

億円を特別会計法第 103 条第３項の規定により積立金として積み立てることとしています。 

 

② 雇用保険事業の育児休業給付費に係る剰余金の処理 

雇用保険事業の育児休業給付費に充当する歳入と歳出における決算上の差額（234 億円）

については、翌年度への繰越額（48 百万円）及び一般会計からの受入超過額（１億円）の

合計２億円を特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、残額 232 億

円を特別会計法第 103 条の 2 第 3 項の規定により育児休業給付資金へ組み入れることと

しています。 

 

③ 雇用保険二事業（雇用安定事業及び能力開発事業）費に係る剰余金の処理 

雇用保険二事業費に充当する歳入と歳出における決算上の差額（5,350 億円）について

は、翌年度への繰越額（22 億円）及び一般会計からの受入超過額（2,115 億円）の合計

2,137 億円を特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、残額 3,212

億円を、特別会計法附則第 20 条の 3 第６項の規定により積立金へ組み入れることとして

います。 

  

＜＜徴徴収収勘勘定定＞＞  

徴収勘定における剰余金は、1,17０億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

予算時に見込まれる歳入のうち保険料収入が予定を上回ったこと（67５億円増）等、歳出に

おいては、保険料返還金が予定を下回ったこと（10０億円減）等のためです。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入へ繰り入れることとしています。なお、

翌年度の歳入へ繰り入れた剰余金は、特別会計法第 102 条第 1 項及び第 2 項の規定による

他の勘定への繰入れ、労働保険料の返還金、業務取扱費並びに「石綿による健康被害の救済に

関する法律」（平 18 法 4）第 36 条の規定による交付金に充てることとしています。 
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②②  剰剰余余金金  
 

令令和和 55 年年度度決決算算  

    （単位：億円、単位未満切捨） 

勘勘定定  
収収納納済済  
歳歳入入額額  

支支出出済済  
出出額額  

剰剰余余金金  
翌翌年年度度  

歳歳入入繰繰入入  
積積立立金金積積立立  
資資金金組組入入  

一一般般会会計計へへ  
繰繰入入  

労災勘定 12,277 10,044 2,233 1,928 305 ― 

雇用勘定 34,885 26,570 8,314 2,152 6,161 ― 

徴収勘定 41,82６ 40,65５ 1,17０ 1,17０ ― ― 

特別会計合計 88,989 77,270 11,718 5,251 6,467 ― 

令和５年度決算における剰余金は、労働保険特別会計全体で 11,718 億円です。 

 

＜＜労労災災勘勘定定＞＞  

労災勘定における剰余金は、2,233 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

予算時に見込まれていた歳入歳出差額（1,539 億円）（労災勘定の歳出予算には当年度の保

険給付費等支払見込額を計上している一方で、歳入予算には翌年度以降へ繰り越して使用する

支払備金等を含めて計上していることによるもの）に加え、未経過保険料受入が予定を上回っ

たこと等により歳入増（45 億円増）となった一方で、休業補償給付及び療養補償給付の支給

額が予定を下回ったこと等により歳出減（648 億円減）となったためです。 

（剰余金の処理の方法） 

翌年度の歳入に繰り入れる必要のある、支払備金に相当する額（業務上の事由、複数事業労

働者の二以上の業務を要因とする事由又は通勤により災害を被った労働者に対する保険給付

費等のうち、支払時期が未到来等のため翌年度以降に繰り越される保険給付費等に相当する

額）、未経過保険料に相当する額（年度をまたがって行われる建設工事等の有期事業に係る概

算保険料のうち、次年度以降の未経過期間分に係る保険料）及び翌年度への繰越額（例えば、

庁舎建設事業が工期の遅れ等の理由から年度内に完了しないため、その経費の支出が年度内に

行えず、翌年度に持ち越して使用するもの）の合計 1,928 億円を特別会計法第 8 条第 1 項の

規定により翌年度の歳入に繰り入れ、残額 305 億円を特別会計法第 103 条第１項の規定に

より積立金として積み立てることとしています。 

 

＜＜雇雇用用勘勘定定＞＞  

雇用勘定における剰余金は、8,314 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

予算時に見込まれていた歳入歳出差額（1,413 億円）に加え、雇用調整助成金について新型

コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主への特例措置の経過措置が令和５年度末に終了

したこと等により支給額が予定を下回ったことにより歳出が減少（8,510 億円減）した等の

ためです。 

  

 

（剰余金の処理の方法） 

① 雇用保険事業の失業等給付費等に係る剰余金の処理 

雇用保険事業の失業等給付費等に充当する歳入と歳出における決算上の差額（2,730 億

円）については、翌年度への繰越額（６億円）及び一般会計からの受入超過額（５億円）の

合計12億円を特別会計法第8条第1項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、残額2,717

億円を特別会計法第 103 条第３項の規定により積立金として積み立てることとしています。 

 

② 雇用保険事業の育児休業給付費に係る剰余金の処理 

雇用保険事業の育児休業給付費に充当する歳入と歳出における決算上の差額（234 億円）

については、翌年度への繰越額（48 百万円）及び一般会計からの受入超過額（１億円）の

合計２億円を特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、残額 232 億

円を特別会計法第 103 条の 2 第 3 項の規定により育児休業給付資金へ組み入れることと

しています。 

 

③ 雇用保険二事業（雇用安定事業及び能力開発事業）費に係る剰余金の処理 

雇用保険二事業費に充当する歳入と歳出における決算上の差額（5,350 億円）について

は、翌年度への繰越額（22 億円）及び一般会計からの受入超過額（2,115 億円）の合計

2,137 億円を特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れ、残額 3,212

億円を、特別会計法附則第 20 条の 3 第６項の規定により積立金へ組み入れることとして

います。 

  

＜＜徴徴収収勘勘定定＞＞  

徴収勘定における剰余金は、1,17０億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

予算時に見込まれる歳入のうち保険料収入が予定を上回ったこと（67５億円増）等、歳出に

おいては、保険料返還金が予定を下回ったこと（10０億円減）等のためです。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入へ繰り入れることとしています。なお、

翌年度の歳入へ繰り入れた剰余金は、特別会計法第 102 条第 1 項及び第 2 項の規定による

他の勘定への繰入れ、労働保険料の返還金、業務取扱費並びに「石綿による健康被害の救済に

関する法律」（平 18 法 4）第 36 条の規定による交付金に充てることとしています。 
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③③  積積立立金金等等  

  

積積立立金金（（労労災災勘勘定定））  

①① 積積立立金金のの残残高高  （単位：億円） 

令令和和６６年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和６６年年度度当当初初予予算算））  

令令和和５５年年度度末末  

（（令令和和５５年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和４４年年度度末末  

（（令令和和４４年年度度決決算算処処理理後後））  

78,229 78,454 78,149 
  

②② 積積立立金金のの目目的的  

特別会計法第 103 条第 1 項の規定により、労災勘定において生じた剰余金のうち「労災保

険事業の保険給付費及び社会復帰促進等事業費（特別支給金に充てるためのものに限る。）に

充てるために必要な金額」を積立金として積み立てることとしており、労災年金債務の履行等

に充てるために必要な金額を勘案して、将来の給付等のため、徴収勘定から繰り入れられた労

働保険料の一部を積立金として積み立てることとしています。 

すなわち、積立金は、既裁定の労災年金受給者に対する将来の年金給付に必要な金額（＝責

任準備金（負債））の財源とするために積み立てているものです。 
 

③③ 積積立立金金のの水水準準  

積立金の必要水準は、責任準備金として、年金の種類ごとに以下の方法により推計して得た

額を合計したものです。 

（1）既裁定の年金受給者の将来各年度における残存数を推計 

（2）将来各年度の残存している年金受給者に対する給付額を推計 

推計に当たっては、各年度の給付額を賃金上昇率分によって増やすとともに、運用利回

りで割り引く。 

令和５年度末において、数理計算により算定される責任準備金の額は、7 兆 7,167 億円と

見込んでいます。（注） 

（注）責任準備金（7 兆 7,167 億円）に対して積立金（7 兆 8,454 億円）は概ね同水準（対比で 101.7%）とな

っています。 

（参考資料）「労災保険制度における積立金について」 

（ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000036593.html ） 

 

積積立立金金（（雇雇用用勘勘定定））  

①① 積積立立金金のの残残高高  （単位：億円）  

令令和和 66 年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和 66 年年度度当当初初予予算算））  

令令和和 55 年年度度末末  

（（令令和和 55 年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和 44 年年度度末末  

（（令令和和 44 年年度度決決算算処処理理後後））  

13,278 20,339 14,410 
 

②② 積積立立金金のの目目的的  

特別会計法第 103 条第 3 項の規定により、雇用保険事業の失業等給付費等に係る剰余金の

うち「雇用保険事業の失業等給付費（就職支援法事業に要する費用を含む。）に充てるために必

要な金額」を積立金として積み立てることとしており、徴収勘定から繰り入れられた労働保険

料の一部を積立金として積み立てることとしています。 
  

③③ 積積立立金金のの水水準準  

将来の不況期の失業等給付費や保険料水準を維持するための財源として、好況期に積み立て

る資金であり、毎会計年度の歳入額（育児休業給付費充当分及び雇用保険二事業充当分を除く）

 

から歳出額（育児休業給付費及び雇用保険二事業費を除く）を控除した残余を、積立金として

積み立てています。これは、雇用保険制度の安定的な運営の確保の重要性を勘案して、雇用失

業情勢が悪化した場合でも、失業等給付の支給に支障が生じないようにするものです。 
 

（参考資料）「雇用保険制度における積立金等について」 

（ https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken06/index.html ） 

 

育育児児休休業業給給付付資資金金（（雇雇用用勘勘定定）） 

①① 育育児児休休業業給給付付資資金金のの残残高高                                （単位：億円）  

令令和和６６年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和６６年年度度当当初初予予算算））  

令令和和５５年年度度末末  

（（令令和和５５年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和４４年年度度末末  

（（令令和和４４年年度度決決算算処処理理後後））  

3,971 3,492 3,090 
 

②② 育育児児休休業業給給付付資資金金のの目目的的  

特別会計法第 103 条の 2 第１項の規定により、予算で定めるところによる繰入金及び育児

休業給付費に係る剰余金のうち育児休業給付費に充てるために必要な組入金をもって充てる

育児休業給付資金を置くこととしており、特別会計法第 103 条の 2 第 3 項の規定により、将

来の育児休業給付費に充てるために徴収勘定から繰り入れられた労働保険料の一部を育児休

業給付資金に組み入れることとしています。 
 
③③ 育育児児休休業業給給付付資資金金のの水水準準  

保険料収入の減少や育児休業給付費の増大により歳入額（育児休業給付費充当分）が歳出額

（育児休業給付費に係るもの）を下回る場合に備えて積み立てる資金であり、毎会計年度の歳

入額（育児休業給付費充当分）から歳出額（育児休業給付費に係るもの）を控除した残余を、

育児休業給付資金へ組み入れています。 

 

雇雇用用安安定定資資金金（（雇雇用用勘勘定定））  

①① 雇雇用用安安定定資資金金のの残残高高  （単位：億円）  

令令和和６６年年度度末末（（予予定定））（注）  

（（令令和和６６年年度度当当初初予予算算））  

令令和和５５年年度度末末  

（（令令和和５５年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和４４年年度度末末  

（（令令和和４４年年度度決決算算処処理理後後））  

― ― ― 
 

②② 雇雇用用安安定定資資金金のの目目的的  

特別会計法第 104 条第１項の規定により、予算で定めるところによる繰入金及び雇用安定

事業等に係る剰余金のうち雇用安定事業費に充てるために必要な組入金をもって充てる雇用

安定資金を置くこととしており、特別会計法第 104 条第 3 項の規定により、将来の雇用安定

事業費に充てるために徴収勘定から繰り入れられた労働保険料の一部を雇用安定資金に組み

入れることとしています。 
  

③③ 雇雇用用安安定定資資金金のの水水準準  

不況期に機動的かつ集中的に雇用対策を実施するための財源として、平常時に積み立てる資

金であり、毎会計年度の歳入額（雇用保険二事業充当分）から歳出額（雇用保険二事業費に係

るもの）を控除した残余を、雇用安定資金へ組み入れています。これは、雇用失業情勢の変動

に応じて雇用安定事業を機動的に運営するために必要な金額を確保するものです。 
 

（注）令和６年度に生じる雇用保険二事業費に係る剰余金の扱いは未定です。 
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③③  積積立立金金等等  

  

積積立立金金（（労労災災勘勘定定））  

①① 積積立立金金のの残残高高  （単位：億円） 

令令和和６６年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和６６年年度度当当初初予予算算））  

令令和和５５年年度度末末  

（（令令和和５５年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和４４年年度度末末  

（（令令和和４４年年度度決決算算処処理理後後））  

78,229 78,454 78,149 
  

②② 積積立立金金のの目目的的  

特別会計法第 103 条第 1 項の規定により、労災勘定において生じた剰余金のうち「労災保

険事業の保険給付費及び社会復帰促進等事業費（特別支給金に充てるためのものに限る。）に

充てるために必要な金額」を積立金として積み立てることとしており、労災年金債務の履行等

に充てるために必要な金額を勘案して、将来の給付等のため、徴収勘定から繰り入れられた労

働保険料の一部を積立金として積み立てることとしています。 

すなわち、積立金は、既裁定の労災年金受給者に対する将来の年金給付に必要な金額（＝責

任準備金（負債））の財源とするために積み立てているものです。 
 

③③ 積積立立金金のの水水準準  

積立金の必要水準は、責任準備金として、年金の種類ごとに以下の方法により推計して得た

額を合計したものです。 

（1）既裁定の年金受給者の将来各年度における残存数を推計 

（2）将来各年度の残存している年金受給者に対する給付額を推計 

推計に当たっては、各年度の給付額を賃金上昇率分によって増やすとともに、運用利回

りで割り引く。 

令和５年度末において、数理計算により算定される責任準備金の額は、7 兆 7,167 億円と

見込んでいます。（注） 

（注）責任準備金（7 兆 7,167 億円）に対して積立金（7 兆 8,454 億円）は概ね同水準（対比で 101.7%）とな

っています。 

（参考資料）「労災保険制度における積立金について」 

（ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000036593.html ） 

 

積積立立金金（（雇雇用用勘勘定定））  

①① 積積立立金金のの残残高高  （単位：億円）  

令令和和 66 年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和 66 年年度度当当初初予予算算））  

令令和和 55 年年度度末末  

（（令令和和 55 年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和 44 年年度度末末  

（（令令和和 44 年年度度決決算算処処理理後後））  

13,278 20,339 14,410 
 

②② 積積立立金金のの目目的的  

特別会計法第 103 条第 3 項の規定により、雇用保険事業の失業等給付費等に係る剰余金の

うち「雇用保険事業の失業等給付費（就職支援法事業に要する費用を含む。）に充てるために必

要な金額」を積立金として積み立てることとしており、徴収勘定から繰り入れられた労働保険

料の一部を積立金として積み立てることとしています。 
  

③③ 積積立立金金のの水水準準  

将来の不況期の失業等給付費や保険料水準を維持するための財源として、好況期に積み立て

る資金であり、毎会計年度の歳入額（育児休業給付費充当分及び雇用保険二事業充当分を除く）

 

から歳出額（育児休業給付費及び雇用保険二事業費を除く）を控除した残余を、積立金として

積み立てています。これは、雇用保険制度の安定的な運営の確保の重要性を勘案して、雇用失

業情勢が悪化した場合でも、失業等給付の支給に支障が生じないようにするものです。 
 

（参考資料）「雇用保険制度における積立金等について」 

（ https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken06/index.html ） 

 

育育児児休休業業給給付付資資金金（（雇雇用用勘勘定定）） 

①① 育育児児休休業業給給付付資資金金のの残残高高                                （単位：億円）  

令令和和６６年年度度末末（（予予定定））  

（（令令和和６６年年度度当当初初予予算算））  

令令和和５５年年度度末末  

（（令令和和５５年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和４４年年度度末末  

（（令令和和４４年年度度決決算算処処理理後後））  

3,971 3,492 3,090 
 

②② 育育児児休休業業給給付付資資金金のの目目的的  

特別会計法第 103 条の 2 第１項の規定により、予算で定めるところによる繰入金及び育児

休業給付費に係る剰余金のうち育児休業給付費に充てるために必要な組入金をもって充てる

育児休業給付資金を置くこととしており、特別会計法第 103 条の 2 第 3 項の規定により、将

来の育児休業給付費に充てるために徴収勘定から繰り入れられた労働保険料の一部を育児休

業給付資金に組み入れることとしています。 
 
③③ 育育児児休休業業給給付付資資金金のの水水準準  

保険料収入の減少や育児休業給付費の増大により歳入額（育児休業給付費充当分）が歳出額

（育児休業給付費に係るもの）を下回る場合に備えて積み立てる資金であり、毎会計年度の歳

入額（育児休業給付費充当分）から歳出額（育児休業給付費に係るもの）を控除した残余を、

育児休業給付資金へ組み入れています。 

 

雇雇用用安安定定資資金金（（雇雇用用勘勘定定））  

①① 雇雇用用安安定定資資金金のの残残高高  （単位：億円）  

令令和和６６年年度度末末（（予予定定））（注）  

（（令令和和６６年年度度当当初初予予算算））  

令令和和５５年年度度末末  

（（令令和和５５年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和４４年年度度末末  

（（令令和和４４年年度度決決算算処処理理後後））  

― ― ― 
 

②② 雇雇用用安安定定資資金金のの目目的的  

特別会計法第 104 条第１項の規定により、予算で定めるところによる繰入金及び雇用安定

事業等に係る剰余金のうち雇用安定事業費に充てるために必要な組入金をもって充てる雇用

安定資金を置くこととしており、特別会計法第 104 条第 3 項の規定により、将来の雇用安定

事業費に充てるために徴収勘定から繰り入れられた労働保険料の一部を雇用安定資金に組み

入れることとしています。 
  

③③ 雇雇用用安安定定資資金金のの水水準準  

不況期に機動的かつ集中的に雇用対策を実施するための財源として、平常時に積み立てる資

金であり、毎会計年度の歳入額（雇用保険二事業充当分）から歳出額（雇用保険二事業費に係

るもの）を控除した残余を、雇用安定資金へ組み入れています。これは、雇用失業情勢の変動

に応じて雇用安定事業を機動的に運営するために必要な金額を確保するものです。 
 

（注）令和６年度に生じる雇用保険二事業費に係る剰余金の扱いは未定です。 
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（参考資料）「雇用保険制度における積立金等について」 

（ https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken06/index.html ）  

 

④④ 資資産産及及びび負負債債（（令令和和４４年年度度特特別別会会計計財財務務書書類類））    
  

労労働働保保険険特特別別会会計計貸貸借借対対照照表表  （単位：億円、単位未満切捨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な資産は、現金・預金 10 兆 856 億円、主な負債は、労災勘定の労災保険給付費の責任準

備金 7 兆 7,540 億円です。 

資産・負債差額の太宗は雇用勘定（１兆 9,561 億円）であり、当該資産・負債差額は、将来

の不況期の失業等給付費や保険料水準を維持するための財源として、好況期に積み立てる資金で

ある積立金や、将来の育児休業給付費の増大に充てるための財源として積み立てる資金である育

児休業給付資金を設けていること等により生じています。 

 

 

労災保険率は、「労働保険の保険料の徴収等に関する法律」（昭 44 法 84）第 12 条第 2 項等

の規定により、事業の種類ごとに、将来にわたる労災保険の事業に係る財政の均衡を保つことが

できるように過去 3 年間の災害率等を考慮して設定するものとされており、令和６年 4 月 1 日

の労災保険率改定では 2.5/1,000～88/1,000 の範囲で設定されました。労災保険率は原則と

して３年ごとに改定しており、次回の改定は令和９年度の予定です。 

短期給付分については、給付に要する費用に見合う収入となるように純賦課方式により、長期

給付分については、新規年金受給者の将来分を含む給付費用総額に見合う収入となるように充足

⑤⑤  保保険険料料率率のの根根拠拠及及びび保保険険料料率率をを見見直直すす仕仕組組みみのの内内容容等等    

無 形 固 定 資 産

負債及び資産・負債差額合計 110,326 118,857

4,175 4,405 出 資 金

118,857 110,326 資 産 合 計

1 1 建 設 仮 勘 定

57 51 物 品

535 579

111 110 工 作 物 資 産 ・ 負 債 差 額 29,720 35,981

5 5 立 木 竹

584 564 建 物

国 有 財 産
1,326 1,304

(公共用財産を除 く）

624 622 土 地

負 債 合 計 80,605 82,875
1,384 1,355 有 形 固 定 資 産

0 0 前 払 費 用

△ 467 △ 345 貸 倒 引 当 金

0 0 前 払 金
他 会 計 繰 入 未 済 金 10 10

253 240 未 収 収 益
退 職 給 付 引 当 金 766

49

責 任 準 備 金 73,538 75,048

1,000 743 未 収 金

18,751 う ち 政 府 預 金
未 経 過 保 険 料 230

737

225

97,928 84,594 う ち 財 投 預 託 金
賞 与 引 当 金 45

111,974 103,346 現 金 ・ 預 金
前 受 金 3,255 3,818

14,045

未 払 金 9 9

支 払 備 金 2,778 2,947

(単位：億円)

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞《2年度》 《3年度》 《3年度》 《2年度》

(単位：億円)

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞《3年度》 《4年度》 《4年度》 《3年度》

未 払 金 9 9

支 払 備 金 2,672 2,778
103,346 100,856 現 金 ・ 預 金

前 受 金 1,983 3,255
未 経 過 保 険 料 258 230

18,751 7,532 う ち 政 府 預 金
賞 与 引 当 金 46 45

84,594 93,323 うち財投預 託金

責 任 準 備 金 77,540 73,538

743 847 未 収 金
退 職 給 付 引 当 金 705 737

240 228 未 収 収 益
他会計繰入未 済金 9 10

0 - 前 払 金

0 0 前 払 費 用

△ 345 △ 393 貸 倒 引 当 金 負 債 合 計 83,226 80,605
1,355 1,330 有 形 固 定 資 産

国 有 財 産
1,304 1,280

(公共用財産を除く）

622 623 土 地

5 7 立 木 竹

564 544 建 物

110 104 工 作 物 資 産 ・ 負 債 差 額 24,317 29,720
1 0 建 設 仮 勘 定

51 50 物 品

579 550 無 形 固 定 資 産

負債及び資産・負債差額合計 107,543 110,326

4,405 4,123 出 資 金

110,326 107,543 資 産 合 計
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（参考資料）「雇用保険制度における積立金等について」 

（ https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/koyouhoken06/index.html ）  

 

④④ 資資産産及及びび負負債債（（令令和和４４年年度度特特別別会会計計財財務務書書類類））    
  

労労働働保保険険特特別別会会計計貸貸借借対対照照表表  （単位：億円、単位未満切捨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な資産は、現金・預金 10 兆 856 億円、主な負債は、労災勘定の労災保険給付費の責任準

備金 7 兆 7,540 億円です。 

資産・負債差額の太宗は雇用勘定（１兆 9,561 億円）であり、当該資産・負債差額は、将来

の不況期の失業等給付費や保険料水準を維持するための財源として、好況期に積み立てる資金で

ある積立金や、将来の育児休業給付費の増大に充てるための財源として積み立てる資金である育

児休業給付資金を設けていること等により生じています。 

 

 

労災保険率は、「労働保険の保険料の徴収等に関する法律」（昭 44 法 84）第 12 条第 2 項等

の規定により、事業の種類ごとに、将来にわたる労災保険の事業に係る財政の均衡を保つことが

できるように過去 3 年間の災害率等を考慮して設定するものとされており、令和６年 4 月 1 日

の労災保険率改定では 2.5/1,000～88/1,000 の範囲で設定されました。労災保険率は原則と

して３年ごとに改定しており、次回の改定は令和９年度の予定です。 

短期給付分については、給付に要する費用に見合う収入となるように純賦課方式により、長期

給付分については、新規年金受給者の将来分を含む給付費用総額に見合う収入となるように充足

⑤⑤  保保険険料料率率のの根根拠拠及及びび保保険険料料率率をを見見直直すす仕仕組組みみのの内内容容等等    

無 形 固 定 資 産

負債及び資産・負債差額合計 110,326 118,857

4,175 4,405 出 資 金

118,857 110,326 資 産 合 計

1 1 建 設 仮 勘 定

57 51 物 品

535 579

111 110 工 作 物 資 産 ・ 負 債 差 額 29,720 35,981

5 5 立 木 竹

584 564 建 物

国 有 財 産
1,326 1,304

(公共用財産を除 く）

624 622 土 地

負 債 合 計 80,605 82,875
1,384 1,355 有 形 固 定 資 産

0 0 前 払 費 用

△ 467 △ 345 貸 倒 引 当 金

0 0 前 払 金
他 会 計 繰 入 未 済 金 10 10

253 240 未 収 収 益
退 職 給 付 引 当 金 766

49

責 任 準 備 金 73,538 75,048

1,000 743 未 収 金

18,751 う ち 政 府 預 金
未 経 過 保 険 料 230

737

225

97,928 84,594 う ち 財 投 預 託 金
賞 与 引 当 金 45

111,974 103,346 現 金 ・ 預 金
前 受 金 3,255 3,818

14,045

未 払 金 9 9

支 払 備 金 2,778 2,947

(単位：億円)

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞《2年度》 《3年度》 《3年度》 《2年度》

(単位：億円)

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞《3年度》 《4年度》 《4年度》 《3年度》

未 払 金 9 9

支 払 備 金 2,672 2,778
103,346 100,856 現 金 ・ 預 金

前 受 金 1,983 3,255
未 経 過 保 険 料 258 230

18,751 7,532 う ち 政 府 預 金
賞 与 引 当 金 46 45

84,594 93,323 うち財投預 託金

責 任 準 備 金 77,540 73,538

743 847 未 収 金
退 職 給 付 引 当 金 705 737

240 228 未 収 収 益
他会計繰入未 済金 9 10

0 - 前 払 金

0 0 前 払 費 用

△ 345 △ 393 貸 倒 引 当 金 負 債 合 計 83,226 80,605
1,355 1,330 有 形 固 定 資 産

国 有 財 産
1,304 1,280

(公共用財産を除く）

622 623 土 地

5 7 立 木 竹

564 544 建 物

110 104 工 作 物 資 産 ・ 負 債 差 額 24,317 29,720
1 0 建 設 仮 勘 定

51 50 物 品

579 550 無 形 固 定 資 産

負債及び資産・負債差額合計 107,543 110,326

4,405 4,123 出 資 金

110,326 107,543 資 産 合 計
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賦課方式により、各々算定しています。 

雇用保険率は、「労働保険の保険料の徴収等に関する法律」（昭 44 法 84）第 12 条第 4 項等

の規定により、失業等給付、育児休業給付及び雇用保険二事業に係る分がそれぞれ設定されてい

ます。雇用保険率は、積立金が一定の水準を超えた場合には失業等給付に係る保険料率を、雇用

安定資金が一定の水準を超えた場合には雇用保険二事業に係る保険料率を、それぞれ法律の改正

を要さずに弾力的に一定の率を引き下げる仕組みとなっています（弾力条項）。令和 6 年度の失

業等給付に係る雇用保険料率は、令和 5 年度に引き続き原則である８/1,000 とされています。 

財源負担については、労災勘定は使用者が、雇用勘定は労使が負担する保険料のほか、一部を

国庫が負担（補助）しています。労災保険給付は、労働者の負傷等に対して迅速かつ公正な保護

をするために必要な保険給付を行うとともに、「労働基準法」（昭 22 法 49）に基づく使用者の

災害補償責任を担保する目的もあることから、使用者負担が原則となっています。雇用保険の失

業等給付等は、政府の経済対策・雇用対策とも関係が深く、政府もその責任を担うべきであると

の考え方から、労使が負担する保険料のほかに国庫負担が導入されています。雇用保険の国庫負

担は、雇用失業情勢等を勘案し、｢雇用保険法等の一部を改正する法律｣（令４法 12）の成立・

施行により、介護休業給付及び育児休業給付については、令和４年度から令和６年度までの各年

度においては、本来の負担額の 10％に、職業訓練受講給付金については、当分の間、本来の負

担額の 55％に引き下げられています。なお、主要国の財源負担のあり方をみると、労災保険制

度については、使用者のみの負担が基本であり、失業保険制度については、労使の負担が基本と

なっています。 

 

（（４４））事事務務及及びび事事業業のの効効率率化化・・財財務務にに関関すするる情情報報のの透透明明化化のの取取組組みみ等等    
 

労災勘定及び雇用勘定の事務及び事業（以下「事業」といいます。）については、事業毎に定め

た目標に沿って効果的・効率的に行われているかを社会復帰促進等事業に関する検討会及び雇用

保険二事業に関する懇談会において定期的に確認することとしており、ＰＤＣＡサイクルによる

不断の見直しを行っております。引き続き、事業の必要性、効率性について徹底的に精査し、無

駄の削減を行ってまいります。 

 

労働保険特別会計についての問い合わせ先 

（労災勘定） 

厚生労働省労働基準局労災管理課      電話番号 03-5253-1111（5442） 

（雇用勘定） 

厚生労働省職業安定局雇用保険課      電話番号 03-5253-1111（5757） 

（徴収勘定） 

厚生労働省労働基準局労働保険徴収課    電話番号 03-5253-1111（5154） 

 

88．．年年金金特特別別会会計計    
 

（（11））概概要要  
 

昭和 19 年に労働者の年金保険事業（厚生年金保険）や健康保険事業（政管健保）等を経理す

るために、厚生保険特別会計が設置されました。また、昭和 36 年に自営業者等の年金事業（国

民年金）等を経理するために国民年金特別会計が設置され、昭和 61 年には各制度共通の基礎年

金制度の導入に伴い、基礎年金勘定が加えられました。 

行政改革推進法に基づく特別会計改革により、厚生保険特別会計と国民年金特別会計を統合し、

年金特別会計が平成 19 年度に設置されました（船員保険特別会計の廃止に伴い、平成 22 年 1

月からは、船員保険事業の一部についても年金特別会計において経理することとなりました。）。 

また、平成 26 年 4 月 1 日に施行された特会改革法により、平成 26 年度より年金特別会計

福祉年金勘定は国民年金勘定に統合されました。 

さらに、平成 27 年 4 月 1 日に本格施行された「子ども・子育て支援法」（平 24 法 65）等

により、平成 27 年度より年金特別会計は、内閣府と厚生労働省による共管の特別会計になりま

した。 

年年金金特特別別会会計計のの仕仕組組みみ  
  

国民年金・厚生年金に関して、事業主及び被保険者の支払う保険料、積立金及び積立金か

ら生じる運用収入並びに国庫負担金を財源として、年金受給者への給付を行っています。健

康保険・船員保険に関しては、事業主等から徴収する健康保険料及び船員保険料等を財源と

して、主に、健康保険事業及び船員保険事業を行っている全国健康保険協会に交付金を交付

しています。また、事業主からの拠出金及び国庫負担金等を財源として、児童手当の支給、

子どものための教育・保育給付及び地域子ども・子育て支援事業に要する費用の地方公共団

体に対する交付金の交付等並びに仕事・子育て両立支援事業等を行っています。 

なお、年金等の適用・徴収・給付に関する人件費、事務費等に必要な財源については、国

庫負担金及び保険料により賄われています。 
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